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大学発ベンチャーの推進の意義
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は じめ に
本稿は,日本において急速に進展する産学連携,特にその中心的目標とも考えられる大学発ベ
ンチャーの推進の意義を,主として ≪創業を通ずる経済成長を生み出す新産業創出≫,すなわち
《創業-新産業創出-経済成長≫という観点から考察を試みたものである｡そうした観点は,大
学発ベンチャーの推進の官民挙げて繰り返し表明される期待でもある｡後述において改めて検討
するように "産"の主体である企業と "学'の主体である大学との関係は従来も無関係であった
わけでは決してなく,大学が長年就学最終段階から就職に向かう出口として人材育成 ･供給の中
心を果たしてきたという意味で緊密であった1といってよい｡しかしそのあり方が今日大きく変
わろうとしているのである｡また,大学発ベンチャーも従来からの創業の一類型としてのベン
チャー企業の創出と共通性をもつとともに,固有の性格を強く持っている｡それゆえに,このよ
うな産学連携と大学発ベンチャーの推進は企業と大学との関係ばかりでなく,それぞれにおける
改革を迫り,また,現代社会の知的基盤の変容を通じて今日の経済社会の変革をもたらすように
さえ考えられている｡
もとより,日本における産学連携と大学発ベンチャーの推進は開始されたばかりの事態ではあ
るが,現時点においても,注目し,検討しなければならない諸論点を提起していると筆者は考え
る｡本稿においては,とくに大学発ベンチャーの推進の意義について考察し,当面の課題を提示
することとしたい｡
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1.日本における産学連携の推進と大学発ベンチヤ-の現状
産学連携を推進する政府機関の総括的な文書 2によれば,｢知の創造拠点｣である大学と
｢様々な市場の洞察を産業技術として発展させ経済的価値として社会に還元していく｣ 3企業と
を結ぶ産学連携は,両者が ｢知的融合と人の交流を行うことによって,それぞれの役割を相互に
高め合う活動｣ 4と定義されている｡そうした産学連携は ｢イノベーションを創出する大きな挺
チ (テコ)の一つ｣であり,そのイノベーションは戦後日本の経済成長を支えた産業競争力のモ
デルの機能困難を解決する鍵として提起されている｡このイノベーションの定義については,第
3期科学技術基本計画におけるそれを踏襲し,｢科学的発見や技術的発明の洞察力と融合し発展
させ,新たな社会的価値や経済的価値を生み出す革新｣ 5と把捉されている｡
以上の結果,大学発ベンチャーは大学における基礎研究の成果を直接事業化するという意味
で,産学連携の種々の活動の中でもっとも中心的 ･具体的な目標として期待され,それに収赦さ
れる方向にあるように見受けられる｡ したがって,本稿ではこの大学発ベンチャーの推進に焦点
を絞って考察するのである｡
ところで,日本における産学連携と大学発ベンチャーは,表-1に示す過程で実施されてきて
表-1 産学連携･大学発ベンチャー の推進の過程
政府の施策の展開
我が国でも産学連携への取り組みを政府主導で促進
【平成 10年】
｢大学等技術移転促進法｣(TLO法)策定- 【措置内容】TLO (技術移転機関)の整備促進
･｢研究交流促進法｣改正- 【措置内容】産学共同研究に係る国有地の廉価使用許可
【平成 11年】
『中小企業技術革新制度1(El本版SB工R)の創没
｢産業活力再生特別措置法｣策定- 【措置内容】日本版バイ ドー ル条項 ･承認TLOの特許料 1/2軽減
･日本技術者教育認定機構 OABEE)設立
【平成 12年】
･｢産業技術力強化法｣策定- 【措置内容】承認 ･認定TLOの国立大学施設無償使用許可
国立大学教員の大学発ベンチャー ･TLOの役員等の兼業許可
【平成13年】
･r平沼プラン1で ｢大学発ベンチャー3年 1000社計画｣発表
【平成 14年】
･｢蔵管一号｣改正- 【措置内容】大学発ベンチャーの国立大学施設使用許可
･TLO法告示改正- 【措置内容】承認TLOの創業支援事業円滑化
【平成 15年】
I｢学校教育法｣改正- 【措置内容】専門職大学院制度創設,学部 ･学科設置の柔軟化
アクレディテ-ション制度導入 (平成 16年度から)
･｢特別共同試験研究費の給額に係わる税額控除制度｣創設- 【措置内容】産学官連携の共同 ･委託研究について
高い税額控除率 (15%)を設定
【平成16年】
･｢国立大学法人法｣施行- 【措置内容】教職員身分 二｢非公務員型｣,承認TLOへの出資
･平成 16年度末時点で ｢大学発ベンチャー1000社計画｣達成 (1,112社が創出)
･｢特許法等の一部改正法｣施行- 【措置内容】大学,TLOに係る特許関連料金の見直し
【平成17年】
･平成17年度末時点で大学発ベンチャー1,503社が創出
出所)産業構造審議会 ･産業技術分科会 ･産学連携推進小委員会 (2006),図表集
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いる｡
すなわち,日本の産学連携は ｢大学等技術移転促進法｣ 6 (TLO法)に始まり,秦-1に掲載
されている諸制度が順次実施されてきている｡そのうち,経済産業省及び文部科学省の承認を受
けたTLOは2006年9月末現在,42機関,TLOにより支援を受けている大学は同じく約 170に
至っており,一応の成果を残している｡また,2001年に,｢平沼プラン｣と呼ばれる ｢大学発ベ
ンチャー3年 1000社計画｣は2004年度末時点までに1,112社の創出を実現し,数字上の目標は
達成されている｡その後も図-1に見るように顕著な増加を見ている｡
図-1 大学発ベンチャーの創出状況
ー 大学発ベンチャー 斗 うちコアベ ンチャー ♯ 大学 と関連深いベンチャー
140020墓 86 589 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 0
注)定義 コアベンチャー :大学で生まれた研究成果を基に起業したベンチャー
大学と関連深いベンチャー :｢設立5年以内に大学と共同研究等をおおなった｣｢設立5年以内に大学から技術移
転等をうけた｣｢大学と深い関連のある学生ベンチャー｣等のベンチャーの総数
大学発ベンチャー :コアベンチャー+大学と関連深いベンチャー
出所)株式会社価値総合研究所 (2006),pp.4-5,図2-1より再作成
このような大学発ベンチャーの創出状況は,政策が計画どおりに進捗したと言う意味でも,ま
た,後述するように,創業政策であったという意味でも政策上稀有な事態を実現している｡それ
ゆえに,大学発ベンチャーへの施策に対しては多方面からの期待 7が寄せられている｡
しかしながら,大学発ベンチャーは現時点でも種々の問題が指摘されているが,敢えて,重要
と考える問題点を列挙するならば,下記の諸点となる｡すなわち,
(1)大学発ベンチャーの創出業種に偏りがあり,医薬産業とソフトウェア産業が主に担ってい
ることである｡このために,《創業-新産業創出-経済成長≫という期待から見て限界が存在す
るということである｡
｢大学発ベンチャーについて,その事業分野をみる.全体では,売上高研究開発費比率が高 く,大
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学の有する研究シーズを活用しやすいバイオ分野が37.8% と高く,特に2005年度は5割を超えて
いる.2番巨=こ高いのは,ITソフト分野 (30.30/a)であるが,2005年度に若干減少している｡次い
で,機械 ･装置分野 (17.0%)であり,直近の2年では20% を超えている｡｣8
(2)大学発ベンチャーは,その多くがいわゆるア-リーステージにあるとはいえ,経営財務的
に脆弱な場合が多く,現在の政策支援が途切れると挫折の可能性が大きいと予測されている｡
｢有効回答287社のうち203社 (70.7%)が研究開発の初期段階 ･販売中 (単年度赤字)となって
いる｡｣9
｢大学発ベンチャーは主力製品 ･サービスを製品化する以前の研究開発段段階においては,経普を
継続するために資金を調達する必要がある｡ ･｡具体的手段としては 『出資金や融資で経営を
賄 う』が全体で53.5% と半数 を上回る｡次いで,『国や 自治体 の補助金等で経営 を賄 う』
(45.8%),『企業や大学等との共同研究 ･委託研究費で経営を賄う』(33.1%)の順になる｡｣10
(3)大学側の積極性になお課題が残されているということである｡大学発ベンチャーが大学財
政に寄与する大学も一部存在するが,多くの大学は大学発ベンチャーの推進で大学財政の問題を
克服するのは困難であると考えられている｡
｢近年,大学側は年間1,200億円をこえるロイヤリティーを得る状況にあるが,一部のいわゆる
『ホームラン特許 (膨大ライセンス収入をもたらす特許)』が支える部分も大きいため,大きな収益
を上げている大学やTLOは一部に限られている｡｣ ll
(4)大学の ｢知｣を活用する大企業側の期待はあくまでも即時ないし早期に事業化可能な ｢汎
用技術｣であって,その意味では現時点での大企業の大学側-の期待には強くない面がある｡企
業側には次のような意見もある｡
｢大学発ベンチャーとの接触はない｡理由として,第一に大学発ベンチャーは単一技術で勝負しよ
うとするが,製品化には何百という特許 (技術)が必要である｡第二に,自社で不足する技術は大
手企業同士の連携で対応可能であるからである｡｣12
大学発ベンチャーの現状には上のような問題点が指摘されているとはいえ,その最終的な評価
を下すにはなお時期尚早であろう｡現時点で課せられている検討課題は,そうした大学発ベン
チャーの推進の意義をヨリ広い角度から検討しておくことであると筆者には思われる｡以下で
は,そうした問題意識から考察し,最後に改めて大学発ベンチャーの推進の課題を提示すること
にしたい｡
2.米国における大学発ベンチャー
現代の先進諸国の経済政策は,程度の差はあjl,競争重視の下に政府の経済-の介入を減退さ
せているかに見えるが,そうした過程で大学発ベンチャーの推進は米国を始め,各国政府の積極
的な政策の対象になりつつある｡また,中国,インド等の成長著しい新興諸国においても大学発
ベンチャーの増大13が指摘されている｡ここでは,先進諸国を念頭に大学発ベンチャーの推進と
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いう事態がなぜ生じたのかについて若干考察しておきたい｡
日本を含む先進諸国は第2次世界大戦下に政府の経済への大幅な介入があり,また,戦後復
輿,さらには戦後経済成長の期間の平時にあっても,同様の介入があったことは周知である｡そ
れらは,総じてケインズ政策の名の下に実施されてきた｡とくに,戟後経済成長政策は,冷戦を
背景に財政政策を軸に展開し,先進各国の持続的な経済成長を実現してきた｡しかし,そのよう
な経済成長も日本を除く先進諸国では,1970年代に経済停滞と物価上昇とが並存する ｢スタグ
フレーション｣に直面し,頓挫してしまった｡その過程は戦後世界経済の国際的枠組みである
IMF･GATT体制の動揺を随伴していた｡
このような戦後資本主義の困難の解決として,IMF･GAT 体制の一層の自由化への改変とと
もに,各国経済政策として規制緩和 ･｢小さい政府｣を推進させる新自由主義政策が登場してき
たことも周知のことである｡そのことにより,財政政策は後退し,国家に創出された市場は軍事
等を除いて縮小する努力が行なわれてきている｡この結果,経済政策は需要創出を中心とする需
要側政策から企業競争力 ･生産力形成を促進する供給側政策に重点を転換することになった｡
従来,日本を除く先進諸国での供給側政策は,平時においては主として競争促進政策,いわゆ
る独占禁止政策の実施が基本であった｡それは,原初的な独占禁止型の競争政策から独占放任型
の競争政策まで国別 ･時期別の諸類型があったが,戦後経済成長政策においては,ケインズ政策
と並立する政策として実施されてきた｡その場合の独占禁止政策の特徴は,既存の独占的大企業
の市場における構造 ･行動 ･成果を対象に実施されてきた｡しかし,｢スタグフレーション｣が
進行する過程で,一方で競争政策が大企業の自由を保証する独占放任型に移行する傾向が一層強
まるとともに,他方で競争政策が期待する既存大企業間における競争性の維持,ましてや促進は
困難になっていった｡すなわち,既存大企業の競争性の基礎は,その技術開発力にあったのであ
るが,それはそれら企業の市場独占力が獲得されていく過程で弱化していったのである｡
このような状況の中で,技術革新の実態上の要請からも,国際競争力を踏まえた各国政府の政
策的要請からも,産業における技術革新の推進,企業間競争の活発化のための,新規企業の活発
な創出およびそれらの果敢な参入が期待されるようになった｡新規企業の参入は,既存部門への
新規参入の場合と新部門の形成の場合とがあるが,後者による新産業創出が経済成長-の役割が
明確になるにつれて,それへの期待が高まって行った｡米国においてこの役割を担ったのが,ベ
ンチャー企業の誕生であった｡ベンチャー企業は,主として大企業の開発部門 ･同関連部門ある
いは政府諸部門の技術者 ･管理者がそれらから "spinoff"して創業し,技術開発 ･研究開発の
成果を販売する企業を典型とした｡
たしかに,このようなベンチャー企業の誕生が新企業の誕生を通じた新産業の創出に果たした
役割は大きく,情報通信技術 (ICT)の飛躍的発展がそれを支援した｡しかし,グローバル化の
進展の中で,中国,インドの躍進によって,新企業の誕生を通じた新産業の創出はベンチャー企
業の従来速度での誕生を待つことができないほどの新企業の創出のスピー ドを要請することに
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なった｡
その結果,自生的なベンチャー企業の誕生を引き続き期待するとともに,技術開発の種そのも
の,それを支える科学技術の基礎研究を担う大学と新企業創出を結びつける創業が政策的に推進
されることになった｡科学技術の発展の先端に遅れない,それら科学技術の事業化が政府の支援
政策の過程で進展していったのである｡それはまた,国家の産業政策において大企業による先端
産業技術の取得と確保を可能にする｡さらに,財政支出の大幅な削減が,大学への種々の補助金
の削減となる中で,大学財政への新規収入源としても有効祝されたことが大学側の期待感を高め
たのである｡
以上のように,大学発ベンチャーの推進が現代の米国14を代表とする先進国経済の必然的要請
としてあることが理解される｡同時に,日本における大学発ベンチャーの推進の事情は,政策的
には米国に代表される先進国経済のそれの導入という様相を示しているが,以上に述べた背景と
は異なる背景もあることを理解する必要がある｡つまり,今後のそれの展望と課題を考えるに当
たっても,日本固有の課題の存在を想定することが重要である｡
3.日本的産業政策と産学連携 ･大学発ベンチャー
日本の場合,戟後経済成長政策は先進国共通の財政政策に依存する需要創出政策を軸にしてき
たことはいうまでもないが,その特徴のひとつは 《日本的産業政策≫の名の下に,政府の産業分
野への積極的介入が見られていたことである｡つまり,新規産業,基本的には欧米において戟
前 ･戦中 ･戦後にわたってすでに産業として成立していた新規重イヒ学工業の導入を政府の強力な
支援によって,大企業が果敢に推進していったのである｡それゆえに,日本では供給側政策がい
ち早く開始され,≪日本的産業政策≫として確立していった｡この産業政策は,競争政策上では
競争抑制的であったため,常に独占禁止政策における競争促進と衝突する傾向をもっていた｡
このように,戦後日本の経済成長過程においては,それを支える新産業の創出が産業政策の下
で政府支援の大企業によって担われていた｡それゆえ,｢過当競争｣とまでいわれて大企業の間
の相対的な競争性は維持され,他の先進国が ｢スタグフレーション｣に陥った1970年代以降も
成長性を確保した｡日本経済の成長の挫折は,1985年のプラザ合意に基づく円高とその後のバ
ブル経済の発生と崩壊によって明白となる｡ したがって,日本では,1.で紹介したように,創業
-新規企業の創出を通じた新産業の創出政策は,1990年代以降の長期低迷の過程で今日的な意
味で改めて登場した15といえる｡それは,同時に,戦後長期にわたった ≪日本的産業政策≫の頓
挫と ｢再現｣を意味していたわけである｡
4.創業論からみた産学連携 ･大学発ベンチャー
ところで,大学発ベンチャーは,新規企業の創出すなわち創業であるから,創業が新産業を形
成し,新産業が新たな経済成長を促進するという期待についての経済理論的な裏づけのための検
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討を本来必要としている｡ しかしながら,今日盛んに創業に関する議論や研究が見られるが,そ
のような期待は自明のことと見なされ,あるいは漠然と例えば1990年代のアメリカ経済によっ
て実証済みであるかのごとき扱いがなされている｡ しかし,その期待が根拠あるものならば,そ
うした期待の可能性に関わる理論的 ･実証的研究16が改めて必要であることは指摘するまでもな
いし,創業政策を意味あるものにするために不可欠な作業である｡ここでは,K.マルクス,J.
A シュムベーター,∫.M.ケインズの示唆に富むと思われる若干の文章を紹介し,後述の議論に
役立てることにしたい｡
創業に関して言及されることが多いJ.A,シュムベーターは ｢新結合｣を軸に ｢イノベーショ
ン｣の実現を通じた ｢企業家 ･新企業の群的出現｣とそれによる不況からの脱出を論じている｡
彼はそれを ｢経済発展｣論として展開したのであるが,彼がその ｢経済発展｣論の研究の先行者
として見なしているのがK.マルクスである｡K.マルクスは既存部門における企業間競争のみな
らず,新製品 ･新部門の開拓の競争による新部門 ･同関連部門における設備投資の ｢群的発生｣
を指摘し,それが不況からの回復,発展をもたらすと考えていた｡その際,K.マルクスは ≪競
争≫を,J.A.シュンペーターは 《企業者≫を中心に分析した｡また,上述した文脈から考える
と合致しないと考えられるかもしれないが,∫.M.ケインズにもマクロ経済と創業的事業活動と
のかかわりについての指摘がある｡すなわち,有効需要と創業的事業活動との関係である｡
(a)K マルクスの見解
K.マルクスによれば,競争は同一部門の既存諸資本に生産規模の拡大-労働生産性の上昇-
ヨリ低い費用価格の実現- ｢特別剰余価値 ･利潤｣の獲得-ヨリ高い利潤率の確保をめざすこと
を強制する｡その過程で各資本は価格の低下を通じてヨリ高い利潤率の確保と喪失を繰り返す｡
その過程は(丑既存の経営内分業の分化 ･独立と新たな社会的分業の形成の,そして,②新しい商
品の開発 ･創出の契機のそれである｡そこには,他部門で自立できなかった小資本や資本蓄積の
増大とともに拡大する ｢潜勢的貨幣資本｣が新たな投資先として殺到する｡言い換えれば,個別
資本家家族の ｢具す産分与｣,剰余価値の諸形態 (利子･地代,自由業収入等)が大きな役割を果た
す｡このような ｢潜勢的貨幣資本｣とともに ｢商業的価値が正確に評価された｣｢潜勢的資本
家｣の役割が指摘されている｡｢潜勢的貨幣資本｣が資本として自立するに際して ｢潜勢的資本
家｣の存在が必要である｡
｢潜勢的貨幣資本｣と ｢潜勢的資本家｣との関係について次のような指摘をしている｡
｢財産のない男が産業家または商人として信用を受ける場合でさえも,それがなされるのは,彼が
資本家として機能し,借受資本をもって不払労働を取得するであろうと信頼してのことである｡彼
に信用が与えられるのは,潜勢的資本家としてである｡そして,経済学的弁護論者たちによってき
わめて賛美されているこうした事情,すなわち財産はないが精力,堅実さ,能力,および事業知識
をそなえた男が,このような仕方で資本家に転化しうる- 一般的に資本主義的生産様式のもとでは
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各人の商業的価値が多かれ少なかれ正確に評価されるのであるが-という事情が,いつも現存の
個々の資本家にとって望ましからぬ一連の新しい山師たちを,たとえどれほど戦場に引っぼり出し
ても,それは,資本そのものの支配を強固にし,この支配の基盤を拡大し,この支配が社会の下層
からの常に新しい兵力によって補充されることを可能にするのである｡｣ 17
K.マルクスの指摘は,一般的な資本主義経済ならば,常に ｢潜勢的資本家｣をもとめている
｢潜勢的貨幣資本｣が存在することを示唆している｡それは,｢支配階級｣の,｢支配階級｣とし
ての責務でもある｡
｢支配階級が非支配階級のもっとも優秀な人物を仲間に加えることができればできるほど,その支
配はますます堅固でまた危険なものとなる｡｣18
したがって,｢潜勢的資本家｣を捜し求めることに熱心でない資本主義経済はそれだけ脆弱性
をもっているといえるわけである｡
さらには,このような新部門の形成は既存部門との代替が進み,既存部門の需要を削減し,あ
るいは消滅させる場合が少なくない｡したがって,資本主義経済の競争と資本蓄積の過程は,一
方での大企業の成長 ･発展,他方での中小企業の存続 ･新生の傾向,すなわち,｢資本の集積 ･
集中と小資本の残存 ･新生｣の過程として把握できるのである｡資本主義経済におけるいわゆる
｢創業｣｢新産業形成｣はこのような諸傾向の過程として理解されなければならない｡
(b)∫.A.シュムベーターの見解
J.A.シュムベーターは国民経済を ｢循環｣と ｢発展｣という角度から把撞した｡前者におい
ては,彼はL.ワルラスの理論を踏襲し,それを前提に ｢発展｣を考察した｡東畑精一によれ
ば,｢発展｣は ｢経済の軌道の変更であり,従ってその変化は連続的,成長的というよりも,む
しろ断続的,飛躍的であり,前述した循環と質をことにするものである｡｣ 19そして,∫.A.シュ
ムベーターは ｢企業者の ｢群生的｣出現-これはその付随現象とともに好況期の唯一の原因であ
る｡｣ 20そのために,｢新結合がおこなわれるとすれば,それは群をなして出現するのであ
る｡｣ 21と強調した｡
ここで指摘されている ≪新結合≫ 22とは,よく知られているように,①新しい財貨,②新しい
生産方法,(釘新しい販路の開拓,④原料あるいは半製品の新しい供給源の獲得,⑤新しい組織の
実現である｡
また,新企業の ｢群生的出現｣がなぜ存在するのか｡J.A.シュムベーターは次のように指摘
している｡
｢なぜ企業者は連続的に,したがって各瞬間において孤立的に現れないで,群をなして現れるので
あろうかOその理由はもっぱら,一人あるいは数人の企業者の出現が他の企業者の出現を,またこ
れがさらにそれ以上のますますの企業者の出現を容易にするという形で作用する,ということであ
る｡｣23
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その結果として,∫.A.シュンペーターは,創業をめぐる社会の様相を次のように措いてい
る｡
｢社会の上層はいわばホテルのようなものであって,いつも人々で一杯であるが,いつも還った
人々で一杯なのである-この人々というのは,われわれの多くのものが認めようとするよりもはる
かに著しい程度で下から上がってきた人々である｡｣ 24
J.A.シュンペーターは,資本主義経済の発展性を強調したことにおいて著名であるが,その
根拠を ｢新結合｣による ｢企業者｣｢新企業｣の ｢群生｣に求めるとともに,その経済社会の階
層性の存在とその担い手の流動性を強調したのであった｡
(C)∫.M.ケインズの見解
下記のJ.M.ケインズの見解を創業に言及したものと考えることは無理があるとも思われる
が,企業活動を浪費されている資源の活用や ｢勇気と創意｣を指摘した意図を敷桁すれば,創業
的企業活動と考えても許されるであろう｡
｢もし有効需要が不足すれば,資源の浪費に対する世間の非難は耐えられないものであるばかり
か,これらの資源を活用しようとする個々の企業者は彼にとって不利な条件の下で活動することに
なる･ ｡彼の演ずる賭博の得点の多くはゼロであり,したがってもし競技者があらゆる可能性
を尽くしてみる根気と希望をもっているならば,全体としては損失を蒙ることになろう｡従来世界
の富の増分は個々人の正の貯蓄の総額に及ばなかった｡その差額は,勇気と創意をもちながらも,
特別の技能と異常な幸運に恵まれなかった人々の損失から成っている｡しかし,もし有効需要が適
度であるなら,普通の技能と普通の幸運で十分である｡｣25
J.M.ケインズは,マクロ経済と創業的企業活動のとの関連を,有効需要の不足の視点から考
察している｡すなわち,創業的企業活動は,｢有効需要が適度であるなら｣｢普通の技能と普通の
幸運｣に恵まれてさえいれば可能であることを示唆していると考える｡
要するに,上記三者に共通 ･連結して考えられることは次のようにまとめることができるだろ
う｡すなわち,資本主義における創業とは ｢財産のない男｣や ｢普通の技能と普通の幸運｣にし
か恵まれない人間が ｢企業者｣として ｢群生｣することであり,そのことが発展可能な資本主義
の通常の構成と運行を要請しているということである｡
5.戦後日本における創業諸形態と大学発ベンチャー
現在,中小企業政策のみならず産業政策も創業政策へと重点を傾斜させている｡しかし,従来
からの産業政策推進の根拠とされてきたことは,現実の動向をヨリ現実たらしめる側面を選択
し,それを推進するものとしての政策ということである｡たとえば,成長産業をさらに成長させ
る政策と衰退産業を調整-整理する政策が同時に推進されることに典型的に現れている｡した
がって,図-2のよく知られた事実,すなわち,｢開業率｣の経年的な低下方向に逆らう創業促
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進政策は従来の政策推進の根拠とは異なるということの確認がまず必要である｡さらに,｢開業
率｣の低下は,｢廃業率｣の増加傾向を随伴しており,企業総数の減少が出現しているのであ
る｡つまり,創業政策は,政策推進の従来の根拠ないしは基準と異なることを示している｡
そうだとすれば,図-2には,1970年代前半以前の動向は示されていないが,創業政策自体が
日本の大企業分野への外国企業の導入に限られていて,一般的な創業政策が中小企業政策などに
想定されていなかった事実を考慮すると,日本の戦後過程における創業は恒常的に盛んであった
と考えても間違ってはいないであろう｡
一一 ･.開業率 -一一一 廃業率l
そのような認識に基づいて,戦後日本における創業についての研究から明らかにされてきた創
業形恵に,今般の大学発ベンチャーを加えて,諸形態を位置づけた一覧表を作成すれば,表-2
のようになろう｡表中の ｢窮迫的自立｣は中小企業研究者の間での共通用語として定着したもの
である｡また,｢開業独立｣｢ベンチャー ･ビジネス｣は ｢大学発ベンチャー｣と同様に一般に流
布していた用語でもあり,また,行政用語として採用されてきたものである｡それぞゴ1,厳格な
用語由来 ･規定を行なえば,詳細な検証が必要になり,そうしたことはここでは必ずしも必要と
思われないので,本稿の目的に必要な限りで,筆者の理解を基に若干の紹介をしておきたい｡
｢窮迫的自立｣は ｢窮迫｣を ｢自立｣に結びつけたところに特色がある｡一般に,ある労働者
が失業に陥れば,当然求職活動をするし,そこから確保される生活に希望を見つけ出すことにな
る｡しかし,戦後の十数年,そうした求職活動にも,容易に就職そして生活の希望は持てなかっ
た｡そのような状況は,その後に繰り返された不況,さらに1990年代以降の長期不況,｢構造改
革｣の時期に通底していた｡そうした状況の中では,｢窮迫的｣に ｢自立｣の道を選択せざるを
得なかった｡この ｢自立｣が創業といいがたい創業,｢窮迫的自立｣の強制あるいは促迫として
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存在していたのである｡戟後復興期の混乱する都市生活の空間は種々雑多な生業 (場所を問わない
露店,自宅･賃借家屋の軒先の小売,物資不足を反映する出張修理サービス,大八車･リヤカーによる運搬,
戦時制約から解放された風俗営業関連,反対に戦後統制下での闇流通業等々),やがては ｢窮迫的自立｣を
準備する ｢不完全な就労 ･就業｣(労働協約無いばかりか労働条件の確認すらないが,雇用する小零細企
業者の温情や地域共同体的扶助の下での雇用),それらの担い手を支援する世話役 (篤志家)の存在を
提供 した｡こうしたものの給体を ｢都市雑業｣ 26と呼ぶならば,｢都市雑業｣が ｢窮迫的自立｣
の基盤になったのである｡
｢開業独立｣についても簡潔に言えば,下請企業労働者が30歳以降の,大企業労働者に比較し
ての相対的な賃金上昇率の低下による所得の上昇期待の喪失を,勤務先下請企業の再下請企業の
創出による企業主になることによって所得格差の回復を図ることを意味する｡それは,①高度成
長の基に拡大を遂げる電機,自動車,縫製等の産業における下請生産,そして,②企業規模別賃
金格差の基盤があって始めて成立する｡｢開業独立｣は戦後創業の最大多数を占めると推測され
るが,図-2に示された開業率の低下の最大の根拠は,上の①,⑦の変容にあると考えられる｡
｢ベンチャー ･ビジネス｣は既述の米国におけるベンチャー企業の創出現象の議論を無理に日
本の創業現象に当てはめた主張27にあった和製英語であるが,今日のベンチャー企業の先駆的形
態となった｡この ｢ベンチャー ･ビジネス｣は実際には少数のベンチャー企業の誕生と消滅の繰
り返しであったが,ベンチャー企業の概念と意義を普及させたということができる｡
以上の3類型に続く形態として ｢大学発ベンチャー｣が位置づけられる｡それは,前の3類型
に比較して,科学 ･技術的水準において最も高く,創業者の ｢窮迫的｣性格において最も低 く,
政策的にも最も手厚いといえるであろう｡
ところで,これらの創業の諸類型はそれぞれ表中にある時期に出現し,種々の範囲 ･規模で
｢群生｣したのであるが,それぞれの時期で終若したわけではなかった｡その後も,さまざまな
程度の変容を伴いながら存続しつづけている｡したがって,現在の創業の実態は,これら4類型
が存続し,それぞれ特徴をもちうるのであるから,相互互換的に,混在して創業しているのであ
る｡その意味で,それら諸類型の創業総体をもって政策も実施されるべきなのである28｡
表-2 戦後日本の創業類型
｢窮迫的自立｣ ｢開業独立｣ ｢ベンチャー .ビジネス｣ ｢大学発ベンチャー ｣
時期 戦後復興期以降 高度成長期以降 1970年代以降 1990年代後半以降
｢資本｣労働力.地域 熟練 技術 科学.技術
｢労働｣本人 本人および妻 雇用者 本人.同僚.雇用者
出自 失業.無業 下請企業労働者 大企業技術者 大学教員.学生
出所)筆者作成
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6.産学連携 ･大学発ベンチャーの推進の課題
以上の検討した諸問題が理解されるならば,大学発ベンチャーについて,今後,日本において
期待される推進を図るためには,とりわけ,以下の諸点が検討されることが必要であろう｡
第 1には,創業が新産業創出に繋がり,経済成長の原動力となること,大学発ベンチャーもそ
のひとつの可能性としてあることは指摘できると思われる｡ただし,現段階にあっては,資本主
義の現状の発展それ自体が無条件 ･無防備に是認されるのでなく,環境 ･エネルギー制約,金融
不安定性を課せられている｡ したがって,大学発ベンチャーを含む創業論も資本主義の経済発展
自体の内実を問うという方向で論議されなくてはならない｡
第 2は,創業が新産業創出に繋がり,経済成長を実現するためには,創業の ｢群生｣が必要で
あるということである.したがって,創業の ｢群生｣の定義,その理論的内容等を一層究明しな
がら,その実現の可能性を考察しなければならない｡
第 3は,確かに創業政策においては企業金融上の政策的支援は重視されるべきであるが,創業
者への自発的な出資者の存在が最も重要で必要だと思われる｡それぞれの経済社会が自発的な出
資者であることをどのように評価するか,それぞれの国民的歴史に即して再評価し,現代に生か
すことが必要となるだろう｡つまり,創業の ｢群生｣にせよ,｢自発的な出資者｣にせよ,創業
現象はそれぞれの国の歴史を重く背負っているといえるであろう｡したがって,創業政策は歴史
的事情に根ざした施策が必要であろう｡
第4は,大学発ベンチャーが大企業との連携等の関係のみで論議されていることが当然視され
ていることである｡これについても一層の検討が必要である｡本来,いかなるベンチャー企業で
あっても,行政による基盤整備の上に,広く資金が集められ,企業家の率先的行動が支援され
て,大企業の市場支配力と組織的保守性が市場制度のうちに打破されていくのが,その理念であ
る｡しかし,日本における大企業の積極性の存続とそjtへの政策当局の期待とが結び付き,こと
に,大学発ベンチャーは大企業との結び付きが当然視されている｡すなわち,大学発ベンチャー
にみられる高度技術や先端科学に関する大企業の能力が無条件に前提されているが,成功の可能
性の拡大という意味でも,大企業,中小企業を問わず,連携先を求めることが必要であるし,覗
実的である場合も少なくないのではあるまいか29｡
第 5に,産学連携 ･大学発ベンチャーの当事者である大学が,大学発ベンチャーを単なる大学
財政の直面する困難の解決策とするのではなく,ヨリ広い視野から対処することが必要であろ
う｡今日の産学連携 ･大学発ベンチャーの政策的な推進も大学の改革を想定している｡それはま
た当然のことではあるが,その際,大学からする自ら推し進める改革が何より必要であろう｡そ
れは,現実に根ざし,国民の期待を担う,今日の大学の存在意義を問い,再確認することでもあ
るだろう｡
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お わ りに
以上から,産学連携 ･大学発ベンチャーの問題が広い背景を持つことが確認できた｡したがっ
て,課題は,それらの諸背景の一層の考察と,諸背景が全体としてどのような構造を持っている
か,その意味は何か等々が十分に考察されなければならない｡その上で,大学発ベンチャーに内
在する諸問題に取り組むことができるだろう｡その際,大学側が抱える問題30の検討に立ち入る
必要があることも強調されなければならない｡これらの諸点については,今後を期したいと思
う｡
注
1 1960年代に ｢産学共同｣が問題化した｡その当時特定企業あるいは ｢在日米軍｣と特定大学教員との
結び付きという意味で 《癒着)が指摘され,大学のあり方が深刻に問われた｡そして,その後今日までさ
まざまな不透明さを伴って,問題の断続的な発生が継続している｡
2 政府機関から発表される文書は文末 ｢資料｣にあるように多数にわたるが,現時点では,産業構造審議
会 ･産業技術分科会 ･産学連携推進小委貞会 (2006)が最も包括的である0
3 産業構造審議会 ･産業技術分科会 ･産学連携推進小委員会 (2006)p.11｡
4 産学連携は,具体的には,①企業の大学への研究委託,②大学の企業への技術移転,③人材育成 ･交
流,(む大学発ベンチャーなどを意味しているが,その取り組みは多様である｡
5 産業構造審議会 ･産業技術分科会 ･産学連携推進小委員会 (2006)p.110
6 正式名称は ｢大学等における技術に関する研究成果の民間企業者への移転の促進に関する法律｣であ
る｡
7 例えば,大学発ベンチャー企業支援サイトh仕p://dndi.jp/を参照｡
8 株式会社価値総合研究所 (2006)p.9,なお,調査総数は1503社である｡
9 株式会社価値総合研究所 (2006)p.270
10 株式会社価値総合研究所 (2006)p.32,なお,有効回答数は142社で複数回答である｡
11 産業構造審議会 ･産業技術分科会 ･産学連携推進小委員会 (2006)p.3｡
12 株式会社価値総合研究所 (2006)p.770
13 例えば,中国の産学連携,大学発ベンチャーの現状についての最新の具体例については関満博編
[2007]に詳しい｡同書では,中国における大学側からの大学発ベンチャーの必要性が強調されている｡
14 米国における大学発ベンチャーに関する研究論文は多数に上るが,総括的な研究書としてS.Shame
[2004]を挙げることができる｡それによると,米国では1980年代が,大学発ベンチャーの発展の分水
嶺,90年代以降が劇的な成長を示したとされる｡｢1980年に,米国議会はバイ ･ドー ル法を可決した｡同
法は,連邦政府によって資金援助された発明の所有権を大学に与えた｡その結果,大学発ベンチャーの発
展における分水嶺を示した｡バイ ･ドー ル法は大学での発明の公開,特許権の生成,特許権の生産性,特
許使用機関の樹立,特許使用活動における劇的な増加に導いた｡｣(p.65)｢1990年代は米国の学術機関に
おける大学の技術の創造と事業化の増加を記した｡それらは発明の公開,特許権の応用,使用権の譲渡,
資料料所得,大学発ベンチャーの設立等々,すべて有意義にこの10年間に生じた｡研究者たちは過去20
年を越える期間の大学発ベンチャーの活動の劇的な成長に対していくつかの説明を提供してきた｡(pp.
65-66)｣
15 この場合の創業政策は当初大企業政策としてではなく中小企業政策として登場した (中小企業庁編
[1995])0
16 先駆的な研究として,井村喜代子 [1973]および北原勇 [1977]がある｡それぞれ新部門形成を軸に資
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本主義一般の場合と独占資本主義の場合とが考察されている｡
17 K.Marx[訳書 1997],p.775｡
18 K.Marx[訳書 1997],p.7750
19 ∫.ASchumpeter
20 J.A.Schumpeter
21 ∫.A.Schumpeter
22 J.A.Schumpeter
23 J.A.Schumpeter
24 ∫.A.Schumpeter
[訳書下 1977]
[訳書下 1977],
[訳書下 1977],
[訳書上 1977],
[訳書下 1977],
[訳書下 1977],
における東畑精一の解説,p.270｡
p.188｡
p.2100
p.1010
p.2180
pp.57-580
25 J.M.ケインズ [訳書 1995],p.381｡
26 ｢都市雑業｣という用語は,戦前期の日本の労働市場に関する隅谷三喜男 [1967]等の研究によるもの
であるが,その後,都市行政や途上国研究において広く使用されているようである｡筆者は敢えて戟後復
興期以降に適用を意図して使用した｡もとより,詳細な検討を必要とする｡
27 そのような主張がなされた著書は清成忠男 ･中村秀一郎 ･平尾光司 [1971],[新版 1973]であるが,
当時はそれら以外はほとんどなかった｡
28 今日の創業政策の積極化に伴う論議において,しばしは日本国民の国民性,特に若者層の創業意欲,企
業家精神等の精神的側面が重要な論点になっている｡具体的にはそれらの欠如ないしは大企業への過剰な
就社志向が懸念されているが,そうした懸念や批判が繰 り返されていることに筆者はむしろ疑問を感ず
る｡戦後日本の創業諸形態に関する正確な理解 ･認識の欠落と広く国民に浸透しているそれら諸形態に纏
い付 く ≪負の記憶》の存在がまったく意識されず,今日なお克服されていないことが根本的な問題であ
る｡
29本稿校正段階で,馬場靖憲 ･後藤晃編 〔2007〕が刊行された｡同書では産学連携における大学教員と他
組織の研究者との協力関係について,次のような指摘をしており注目される｡
｢他組織の研究者との協力関係もここ5年間で拡大しているが,最も拡大が著しいのはこの中小企業と
の関係である｡これは,大学とベンチャー企業を含む中小企業の関係が制度変革期の5年間で大学教員に
よってより重視されるようになってきたことを示している｡｣(p.21)｡
30 先に記 したように,米国での大学発ベ ンチャーの発生 ･成長は著 しいが,米国でさえ,S.Shame
[2004]によれば,大学における経営陣と教授会,教貞間,教員個人の職務間等々の ｢利害相反 "con皿ct
ofinterest"Jをはじめとするさまざまな諸問題が存在している｡
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